
流域のあらゆる関係者が協働して行う対策

流域の関係者が一体となって事前防災対策に取り組むための協議会を設置するとともに、
対策の全体像を示す「流域治水プロジェクト」を策定し、各対策を推進。

洪水氾濫対策
・堤防整備、ダム建設・再生等の加速化
・「粘り強い堤防」を目指した堤防強化

内水氾濫対策
・都市浸水対策の強化
（下水道浸水被害軽減総合事業の拡充等）

土砂災害対策
・砂防関係施設の整備

高潮・津波対策
・気候変動等を踏まえた海岸保全対策の推進

流水の貯留機能の拡大
・利水ダム等による事前放流の更なる推進
（協議会の創設等）

流域の雨水貯留機能の向上
・流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化
（貯留機能保全区域の創設、雨水貯留浸透施設整備の支援）

・水田の貯留機能の向上
・森林整備、治山対策
・民間企業等による雨水貯留浸透施設の整備
・未活用の国有地を活用した遊水地、
雨水貯留浸透施設等の整備

水災害ハザードエリアにおける
土地利用・住まい方の工夫
・リスクが高い区域における立地抑制
（浸水被害防止区域の創設等）

・危険なエリアから安全なエリアへの
移転促進［都市局所管］
（防災集団移転促進事業の拡充）

・高台まちづくりの推進
（線的・面的につながった高台・建物群の創出）

・居住の誘導等のまちづくりと一体となった
砂防関係施設等の整備

まちづくりでの活用を視野にした
土地の水災害リスク情報の充実
・開発の規制や居住の誘導に有効な
多段階な浸水リスク情報の充実

浸水範囲の限定・氾濫水の制御
・二線堤の整備や自然堤防の保全

土地の水災害リスク情報の充実
・水災害リスク情報空白地帯の解消

あらゆる機会を活用した水災害リスク情報の提供
・土地等の購入に当たっての水災害リスク情報の提供

避難体制等の強化
・洪水・高潮予測の高度化
・ハザードマップやマイ・タイムライン等の策定
・学校及びスポーツ施設の浸水対策による
避難所機能の維持
・要配慮者利用施設の浸水対策
（医療機関、社会福祉施設等）

経済被害の軽減
・渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の
流失防止対策
・地下駅等の浸水対策、鉄道橋梁の流出等防止対策

関係者と連携した
早期復旧・復興の体制強化
・被災自治体に対する支援の充実
（権限代行の対象を拡大し、準用河川、
災害で堆積した土砂の撤去を追加）

「流域治水」の推進に向けた施策の充実・強化 下線部：令和３年度新規事項
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 ■被害対象を減少させるための対策 ■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

「流域治水」の実効性を高める観点から関連制度を充実させるため、特定都市河川浸水被害対策法等の改正（流域治水関連法案）を検討中

［予算・税制・法律］

［予算・税制・法律］

［予算］

［予算・法律］

［予算］

［法律］

［法律］

［予算・法律］

［予算・法律］



利水ダム等における事前放流の更なる推進
新規
事項

2

○令和２年の出水期から新たな運用を開始している事前放流の取組みを一級水系に加えて全国の二級水系にも展開することとしており、都道府県が事
前放流に伴う損失補填を行う場合に特別交付税措置を講じる。

○更に効率的・効果的に事前放流を実施できるよう、放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を推進するため、河川管理者が利水ダムの施設改良
等を主体的に行う制度を創設する。加えて、利水ダムを管理する民間事業者等が事前放流のために放流施設を整備した場合の固定資産税の特例
措置を創設する。

○また、利水ダムの事前放流の拡大を協議・推進するために、河川管理者、利水者等で構成する法定協議会を創設する。【流域治水関連法案】

○事前放流に伴う損失補填制度の拡充

・二級水系の管理者である都道府県が利水ダム等の事前放流に伴う

損失補填を行う場合に、特別交付税措置（措置率0.8）を講じる

（一級水系の都道府県所管の多目的ダムも同様）。

損失補填（特別交付税措置）

利水ダムの課題 対応例

○河川管理者による利水ダムの新たな施設整備制度の創設

・放流管の増設など、利水ダムの施設改良等を行うことで大きな

洪水調節効果が期待できる場合に、河川管理者が主体的に利水ダム

の施設改良等を行う制度を創設（原則、利水ダム管理者の費用負担

なし）。

利水ダムの改造（河川管理者による整備）

河川管理者 ダムの管理者の区分 支援内容と国の負担

一級
水系

国土交通省

直轄・水資源機構
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

国土交通省
（指定区間の管理を
都道府県が実施）

利水者
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
国が補填（国10/10）

都道府県
が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

二級
水系

都道府県
利水者

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

都道府県
都道府県

が管理するダム

代替発電費用や給水出動費用等の増額分を
都道府県が補填

（地方10/10、現在は国の支援無し）
→特別交付税（0.8）【拡充】

利水ダムの改造（税制の特例措置）

○固定資産税を非課税とする特例措置の創設

・事前放流のために利水ダムの放流施設を整備した場合に、民間事

業者等が整備する当該施設の治水に係わる部分の固定資産税を恒

久的に非課税とする特例措置を創設。 8



流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化
新規
事項

9

流域の関係者による流域治水を推進するため、国、都道府県、市町村等からなる法定協議会を創設するとともに、
様々な主体が流域水害対策計画に基づき実施する雨水貯留浸透対策を強化する。 【流域治水関連法案】

■雨水貯留浸透施設整備に係る予算・税制支援制度 下線：新規制度（令和３年度拡充）

雨水貯留浸透施設の例（防災調整池）

【平常時】 【出水時】

・ 流域水害対策計画を策定する河川を現行法の都市部から
地方部の河川にも拡大。

・ 国、都道府県、市町村等の関係者からなる協議会を法定化するとともに、
地方公共団体と民間による雨水貯留浸透対策を強化。

■流域治水の計画・体制の強化

［実施主体］ 河川管理者・下水道管理者 左記以外の地方公共団体 民間企業等

［補助率等］

１／２ ［防災・安全交付金等］
（下水道）

１／２ ［防災・安全交付金等］
（河川）

１／３ ［防災・安全交付金等］
（河川）

１／２［個別補助事業］
（河川※２）

１／３［防災・安全交付金等］
（河川・下水道）※１

１／２［個別補助事業］
（河川※２・下水道※３）

固定資産税の減免［特例措置］
（河川・下水道）

固定資産税について、課税標準を市町村の
条例で定める割合（１／６～１／２）に軽減

「特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川流域」

「下水道法に基づく浸水被害対策区域」
または

■流域における雨水貯留機能の強化
貯留機能保全区域を創設し、土地が有する保水・遊水機能を保全。

※1：間接補助。但し地方公共団体が助成する額の１／２ 等
※2：都道府県等管理河川において、当該区間を管理する都道府県等が事業費の一部を負担する事業に限る。 ※3：浸水被害対策区域において、公共下水道管理者が事業費の一部を負担する事業に限る。



河川 下水道 海岸

現在の指定状況 約２,０００河川
（洪水予報河川、水位周知河川）

２団体
（広島市、福岡市）

８沿岸
（東京湾、大阪湾、讃岐阿波、紀伊水道西、
海部灘、玄界灘、豊前豊後、有明海）
※うち、6沿岸は一部の指定

上記のほか、

「水災害時に浸水が想定される区
域図の作成※」が想定されるもの

（一部は水位周知の実施も想定）

約１５,０００河川
（指定河川以外の1級河川及び2級河川のうち、

住家等の防護対象のある河川）

約１,０００団体
（雨水事業を実施している団体）

６９沿岸
（指定沿岸以外の、全沿岸）

＜洪水＞

国民経済上重大な損害を
生ずるおそれがあるもの

＜雨水出水＞ ＜高潮＞

洪水予報河川

洪水により相当な損害を
生ずるおそれがあるもの

水位周知河川

高潮により相当な損害を
生ずるおそれがあるもの

水位周知海岸

・水位等リアルタイム情報の発出
・洪水浸水想定区域の指定

・水位等リアルタイム情報の発出
・高潮浸水想定区域の指定

雨水出水により相当な損
害を生ずるおそれがある
もの

水位周知下水道

・水位等リアルタイム情報の発出
・雨水出水浸水想定区域の指定

土地の水災害リスク情報空白域の解消

これまでの法的位置づけ

指定状況等

これまでの水防法において浸水想定区域を指定することとなっていない河川、下水道、海岸においても洪水、内水、高潮
によって浸水が想定される範囲や浸水深等の情報整備を促進する。

※水災害時に浸水が想定される区域図の作成

・河川については、洪水予報河川や水位周知河川の指定の有無によらず、（簡易な浸水範囲等の解析手法も活用し
た）想定最大規模による洪水浸水想定区域を指定。 【流域治水関連法案】

・下水道や海岸についても、水位周知下水道や水位周知海岸の指定の有無によらず、想定最大規模による内水・高潮
浸水想定区域を指定。 【流域治水関連法案】

新規
事項

10



11

高台まちづくりの推進（線的・面的につながった高台・建物群の創出）

○ ゼロメートル地帯等には人口・資産が多く集積し、ひとたび大水害が発生すると広範囲で長期間の浸水が想定。
○ 早い段階から広域避難を実施する必要があるが、令和元年東日本台風では、移動手段となる公共交通機関の計画運休など、広
域避難を実施する際の多くの課題が顕在化。

○ 治水施設の整備を加速化するとともに、広域避難の実効性を高める。さらに、早い段階からの避難が出来なかった場合でも、命
の安全・最低限の避難生活水準を確保できる避難場所にもなる「高台まちづくり」を推進する。

建築物等（建物群）による高台まちづくり 高台公園を中心とした高台まちづくり 高規格堤防の上面を活用した高台まちづくり

土地区画整理等＋高規格堤防

国管理河川 国、都管理河川
大規模浸水時のイメージ

P

天端道路

都管理河川

避難スペース

電源等

民間開発等＋スーパー堤防、高規格堤防

スーパー堤防

高台公園

都県境の橋梁

通路

民間活力

通路 通路 通路

避難
スペース

既設堤防川裏法面 既設堤防川裏法面

学校・公共施設

鉄道駅

排水施設

〔平常時〕賑わいのある駅前空間
〔浸水時〕避難スペース等を有する建築物とペデ
ストリアンデッキ等をつないだ建物群により命
の安全・最低限の避難生活水準を確保

〔平常時〕河川沿いの高台公園
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救助等の活動
拠点として機能。道路や建築物等を通じて浸水
区域外への移動も可能

〔平常時〕良好な都市空間・住環境を形成
〔浸水時〕緊急的な避難場所や救出救助等の活動
拠点として機能。浸水しない連続盛土等を通じ
て浸水区域外への移動も可能

平常時

浸水時

《高台まちづくりイメージ》

平常時

浸水時

平常時

浸水時


